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はじめに
ヨーロッパ連合(以下,EU)を構成する25カ国のうち，西側の経済的先進
国に着目すると，その人的構成はきわめて複雑である。たとえばドイツには，
ドイツ国籍を保有するドイツ国民，ドイツ以外のEU加盟国の国民(EU市民),
非EU加盟国の国民(非EU市民)が共存している。さらに，ドイツ国民は，移
民的背景を持たない｢本来｣のドイツ国民と，ドイツ以外の国から移住して
ドイツ国籍を取得した者にわかれる。また，ドイツに居住しているEU市民
についても非EU市民についても，国籍を取得した移民と同様に長期にわ
たってドイツに定住している者と，短期契約型の労働者として滞在している
者にわかれる。そして，このような区別に対応して，それぞれのグループの
ドイツ語運用能力もさまざまである。
EUは，第1部第3章の上条論文が明らかにしているように，歴史的にいく
つかの段階を経てEU域内の人の移動の自由を実現してきた。そして人の移
動の自由化によって促進されるEU域内での多言語状況に対し,EUはその言
語教育政策の基本に母語プラス2言語政策をおいた。ところが各EU加盟国は，
EUの母語プラス2言語政策への対応を迫られる一方で，国籍をもつ国民につ
いても，そうではない長期あるいは短期の滞在者についても，それぞれの国
の国語にあたる言語を満足に運用できない多数の人々を抱えているのが現状
だ。
本章では，まずEUの多言語社会を前提にした言語教育政策について述べ
る(第1節)｡つぎに，人的構成が複雑なドイツの深刻な言語問題として，多
数の非識字ドイツ語母語話者の存在と非ドイツ語母語話者の学習困難の二つ
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を取り上げ，両者に共通する背景を明らかにする（第2節)。最後に，2005年1
月1日から施行された新移民法の統合コースの有効性を検討する（第3節)。
1EUの言語教育政策
（1）「母語プラス2言語」政策
EU市民は，その権利の一つとして，域内の移動と居住の自由が保障され
ている。たしかに，シェンゲン協定によってEU域内の国境がもはや事実上
取り払われているとはいえ，言語の違いという障壁は今なお残されている。
しかし，異なる言語が存在するからといって，通貨を統一したときのように
言語を統一しようという発想をEUはとらない。言語や文化の多様性の維持
はEUが重視する方針の一つだからである。そのため，むしろ逆にEUは多言
語社会であるという前提に立ち，そのなかで適切かつ効果的にコミュニケー
シヨンが行なえるよう,EU市民各個人に多言語能力を獲得させようと考え
る。そこで提案されたのが，母語プラス2言語政策である1!○これは，母語の
ほかにEUの公用語のうち少なくとも2言語をEU市民に習得させようとする
ものである2)O
(2)CEFとELP
EUの言語政策である2外国語の習得を効果的に実施する枠組みとして，
CEFとELPが提案されている。CEFとは，諸言語のためのヨーロッパ共通参
照枠('IYleConmnonEuropeanFrameworkofReferencefOrlanguages)の略である。
この枠組みは，多言語能力奨励のためにヨー ロッパ評議会(CouncilofEur･ope)
が提案したものだが，これは，ヨーロッパの言語教育に関して，シラバスや
カリキュラムのガイドライン，試験や教科書などを充実させるための共通の
基盤を提供する。これにより，言語習得の達成度などについて透明性の高い
共通の認定基準が示された。この枠組みに基づいて学習を開始すると，その
達成度の国際的な比較が可能になる。そのため，どの地域，どの時期にあっ
ても学習が開始ならびに継続できるようになる。その意味でヨーロッパ内で
の移動を容易にさせるものといえる。具体的にCEFは，言語学習に次の6段
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階の言語能力を評価基準とした共通参照枠を設けている。
A1/A2
B1/B2
C1/C2
基礎段階の言語使用者(BasicUser)
自立した言語使用者(IndependentUser)
熟達した言語使用者(ProhcientUser)
個々のレベルA,B,Cは，大まかに言って，それぞれ，初級，中級，上級
段階に対応する。各段階はさらに二つに分かれる。それぞれの段階ごとの能
力は，具体的な使用場面をもとに詳細に定義されている。なお，後述する新
移民法に規定されている統合コースのドイツ語コースは,CEFのB1相当のド
イツ語力の養成を目指すものである。このレベルは具体的には，わかりやす
い標準語による表現ならその主要な内容が理解でき，よく知っているテーマ
なら自分の考えを伝えることができる程度の能力に相当する。
EIPは，ヨー ロッパ言語ポー トフォリオ(EuropeanLanguagePortfolio)の略
であり,CEFと同様に，ヨーロッパ評議会が考案したものである。言語学習
の際，学習者が学習進度を記録するための資料集であり,CEFに基づいた言
語学習を補助するものだ。これは，(1)言語パスポート，(2)言語学習記録
(自己評価)，(3)資料集の三つからなる。これを利用することにより，ヨー
ロッパ共通の枠組みのなかで，各自の言語学習の進み具合を客観的に評価で
きるようになる。これをもとにすれば,EUのどの地域においても，また，
どの時期からでも言語の学習が再開しやすくなるわけである3)O
（3）助成プログラム：ソクラテス
EUは，母語プラス2言語政策などの教育政策を確実に実現させるために，
一般教育部門での人的移動を資金面からも支援している。ソクラテス
(SOKRAflES)と呼ばれる，哲学者の名を冠したプログラムがその代表である。
その目的は，ヨーロッパ次元での一般教育の強化，ヨーロッパ諸言語の能力
改善，教育部門すべてにおける協働作業と移動の促進，教育における革新の
支援，あらゆる教育分野における機会均等の促進にある。EUの東方拡大以
11う
前にこのプログラムに参加していたのは31カ国であるが，その内訳は，
EU15カ国，ヨーロッパ自由貿易連合(EFTA)の3カ国(アイスランド，リヒテ
ンシュタイン，ノルウェー)，加盟準備国として10カ国(ブルガリア，バルト
三国，ポーランド，ルーマニア，スロヴァキア，スロヴェニア，チェコ，ハ
ンガリー)そしてキプロスとマルタ，それに近い将来加わる予定のトルコで
ある。
このプログラムが助成するのは,COMENIUS(学校教育),ERASMUS(大
学教育),GRUNDTWG(成人教育など),LINGUA(ヨー ロッパ諸言語の習得),
MINERVA(教育における情報およびコミユニケーシヨン技術)など8種の事業
である。現在第2期(2000～2006年)の段階に入り,7年間で18億5000万ユー ロ
(約2600億円：1ユーロ＝140円として換算。以下同様)が計上されている。す
でに第1期は1995～1999年の5年間に実施され，その間に，50万人の学生が他
のEU加盟国の大学に留学し,1万人の生徒がヨーロッパ内の協定校で学び，
さらにヨーロッパ諸言語の習得促進のために数千のプロジェクトが実行され
た。
(4)EUの言語事情
上記のように,EUはその方針として各加盟国に,EUの公用語のうち少な
くとも二つの外国語の教育を要請している。では実態として,EUでは現在，
外国語としてどの言語がどの教育段階でどの程度教えられているのだろうか。
また,EU域内で話者数の多い言語は何語であろうか。本節ではこれらにつ
いて,EUの東方拡大前の2000年に行なわれた調査に基づいて説明する40
授業として開講数の多い外国語はやはり英語だ。英語は，調査が実施され
た2000年当時のEU加盟国(15カ国)すべてで第1外国語として教えられている。
第2外国語としての授業が多いのはフランス語である。英語を小学校段階で
外国語として学んでいる生徒の割合は26％で，フランス語は4％である。中
等教育段階になると，全生徒の89％が英語を学習している。他方，フランス
語は32％であり，それにドイツ語の18％とスペイン語の8％が続く。
では,EU市民は，どの外国語が有用だと考えているのだろうか。調査に
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